
　貸　借　対　照　表  

 (単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 ３３，９５３ 流 動 負 債 ３３，２０５

現 金 及 び 預 金 ２７２ 買 掛 金 ２４，２２８

受 取 手 形 ５，３７１ リ ー ス 債 務 ４，４９７

売 掛 金 １６，９９６ 未 払 金 １，５７２

商 品 ５，４１２ 未 払 費 用 ６０１

仕 掛 品 ９９ 未 払 法 人 税 等 １４４

前 払 費 用 ９５ 未 払 消 費 税 ２９

未 収 入 金 ９９４ 前 受 金 １４４

短 期 貸 付 金 ４，７２２ 預 り 金 １，３５１

そ の 他 １６ 賞 与 引 当 金 ６２６

貸 倒 引 当 金 △ ２８ そ の 他 ９

固 定 資 産 ２０，６３９ 固 定 負 債 １３，０５２

 有形固定資産 １８，５２８ リ ー ス 債 務 １１，６８８

建 物 １，９２８ 退 職給 付引 当金 １，２５４

構 築 物 ４８５ 役員退職慰労引当金 ４

機 械 装 置 ２６３ そ の 他 １０５

車 輌 運 搬 具 ３５

工 具 器 具 備 品 １７２ 負 債 合 計 ４６，２５７

賃 貸 用 機 械 １５７

リ ー ス 資 産 １４，５４４

土 地 ９４０ （純資産の部）

株 主 資 本 ８，３２０

資    本    金 ４９０

資 本 剰 余 金 ２，４１０

 無形固定資産 ２７   資 本 準 備 金 ４８０

諸 施設 利用 権等 １９   その他資本剰余金 １，９３０

ソ フ ト ウ ェ ア ８

利 益 剰 余 金 ５，４１９

 投資その他の資産 ２，０８４   その他利益剰余金 ５，４１９

投 資 有 価 証 券 １０４ 固定資産圧縮積立金 ２５

関 係 会 社 株 式 １，０１０     繰越利益剰余金 ５，３９３

破 産更 生債 権等 ３３８

繰 延 税 金 資 産 ６５０ 評価・換算差額等 １５

そ の 他 ３３１ その他有価証券評価差額金 １５

貸 倒 引 当 金 △ ３５１

純 資 産 合 計 ８，３３５

資 産 合 計 ５４，５９３ 負債及び純資産合計 ５４，５９３

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ ２０２０年　３月３１日現在 ）



自 ２０１９年  ４月  １日

至 ２０２０年　３月３１日

(単位：百万円)

売　上　高 95,726

売　上　原　価 84,177

11,548

販売費及び一般管理費 9,805

1,742

879

仕入割引 71

45 996

営業外費用

支払利息 369

手形売却損 58

リース解約精算損 45

8 482

経 常 利 益 2,257

特別損失

21

税引前当期純利益 2,235

法人税、住民税及び事業税 765

法人税等調整額 △ 179

当期純利益 1,649

(注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 損　益　計　算　書 

科 目　　 金 額

売 上 総 利 益

その他

固定資産売却損

その他

営 業 利 益

営業外収益

受取利息及び配当金



個 別 注 記 表 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

1. 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準および評価方法

① 子会社及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

② その他有価証券

・時価のあるもの    期末日の時価による時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算出） 

・時価のないもの  移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準および評価方法 

① 商品のうち建設機械本体      個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収  

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 

② 商品のうち補給部品        月次総平均法に基づく原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定） 

③ 仕掛品              個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 

2. 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産除く）  定額法

（２）無形固定資産    定額法 

（３）リース資産 リース期間を耐用年数とする定額法 

3． 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金   売掛債権その他の金銭債権の貸倒等による損  

失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等の

特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。 



（２）退職給付引当金           従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。なお、数理計算上の差異は各

期の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（5年）にわたり、それぞ

れ発生の翌事業年度から均等償却しておりま

す。                   

（退職給付債務の計算方法に係る見積りの変更）  

当社は、当事業年度より、退職給付債務の計

算方法を簡便法から原則法に変更しておりま

す。この変更は、西日本コベルコ建機株式会社

の吸収合併によって従業員数が増加したこと

に伴い、退職給付債務の金額の算定の精度を高

め、退職給付費用の期間損益計算をより適正化

するために行ったものであります。この変更に

伴い、当事業年度における退職給付引当金が

538百万円増加し、同額を退職給付費用として

売上原価（128百万円）、販売費及び一般管理費

（409百万円）に計上しております。 

 

（３）役員退職慰労引当金       役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

（４）賞与引当金           従業員の賞与の支払に備えるため、当事業年

度負担分について内規に基づく支給見込額を

計上しております。 

 

4．消費税等の会計処理方法     消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

 



【貸借対照表に関する注記】 

1. 有形固定資産の減価償却累計額    ７，３４１百万円 

 

2. 関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

短期金銭債権           ７，５２３百万円 

短期金銭債務          ２１，６９０百万円 

         

3. 債権流動化に伴う買戻し義務額    ４，１４１百万円 

 

【税効果会計に関する注記】 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金および賞与引当金であります。 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

1. 親会社および法人主要株主等 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（百万円） 

（注）3 

科目 
期末残高

（百万円） 

親会社 
コベルコ建

機株式会社 

被所有 

直接100％ 

商品の売買 

資金の貸付 

役員の受入 

建設機械等 

の商品及び固

定資産購入 

（注）1 

66,803 
買掛金 20,279 

未払金 1,400 
仕入割引 71 

資金の貸付 

（注）2 
5,800 

短期 

貸付金 
4,500 

利息の受取 

（注）2 
48 

取引条件および取引条件の決定方針等 

（注）1. 商品の購入については、市場価格を勘案して取引価格を合理的に決定しております。 

2. 資金の貸付に係る貸付利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

  なお、取引金額は当期の平均残高を記載しております。 

3. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

 

 

 



２．子会社及び関連会社等 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円） 

（注）2 

科目 
期末残高 

(百万円) 

子会社 トーヨース

ギウエ㈱ 

所有 

直接 70％ 

当社販売先 建設機械の販

売 (注) 1 

3,282 売掛金 1,511 

取引条件および取引条件の決定方針等 

（注）1. 商品の販売については、市場価格を勘案して取引価格を合理的に決定しております。 

2. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

1. １株当たり純資産額          ８５０，６００円１４銭 

2. １株当たり当期純利益         １６８，３４１円７８銭 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

 該当ありません。 

 

＊記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
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